
第4 章　避難誘導訓練

津波災害時の消防団活動は、各市町村で定めている津波災害時の消防団活動・安全管理マニュアルに従い活動します。1

東日本大震災を踏まえた大規模災害における消防団活動のあり方等に関する検討会報告書

大規模災害時における消防団活動のあり方等に関する検討会中間報告書の概要

○ 東日本大震災における消防団活動として救助や瓦礫撤去が多かったことを踏まえた装備と教育訓練のあり方につい
て、検討を深めることとする。

○ ポンプ車両などの装備についても、その更新が遅れているとの指摘もあり、団員の安全確保の面からも適切な時期での
更新が望まれる。

＜最終報告に向けて議論＞

４．消防団の装備、教育訓練の充実

○ 東日本大震災の教訓を踏まえて、地域の総合防災力を高めていくことや、防災教育などの取り組みの強化が求められ
ている。

○ 消防団の処遇改善及び確保策の推進等については、これまでも多くの提言がなされており、それらも踏まえながらさら
に検討を深める。

○ 各委員より、「現場で活動している人たちに、それなりの補償なり、報酬なりがいくような処遇のあり方の検討が必要であ
る。」「少子高齢化で、団員の補充がなかなか難しい。地方の特に田舎の消防団は、新入団員の確保が難しい。」等の意
見。

＜最終報告に向けて議論＞

５．消防団員の処遇改善及び入団促進等

○ 消防団員の活動時の安全を確保する観点からも、また、住民の命を守るためにも、住民の防災意識、率先避難の意識
の向上を図っていくことが重要。

○ 消防団が果たすべき役割、これまでの少年消防クラブの取り組みなどを踏まえた学校との連携等についてさらに検討。

＜最終報告に向けて議論＞

６．住民の防災意識の向上

※１ 詰所が津波浸水想定区域内にある場合は、参集場所について要検討。
※２ 海岸付近に勤務している消防団員は、詰所等へ参集せず水門等に直行する場合があり得る。
※３ 浸水想定区域内においては、震源によっては、津波到達までに時間がないことも想定され、水門等の閉鎖を放棄

し、 自らの退避と住民の避難誘導等を優先する。

○ 国、都道府県、市町村、消防団、地域住民は、それぞれの立場で地域における防災・減災に取り組んでいかなければ
ならない。

○ 本中間報告を参考に各地で取り組みが進み、津波災害において、より多くの住民の命が救われるとともに、消防団員を
はじめとする防災事務従事者の活動中の犠牲が発生しないことを期待。

○ 本検討会は、引き続き消防団の充実に向けて、活動環境の整備などの消防団への入団促進等、活動に相応しい処遇
改善、消防団による広域応援、消防団と自主防災組織等との連携強化、防災教育への取り組みなどについて、検討を深
めていく。

７．最終報告に向けて

＜活動可能時間が経過すれば活動途中でも退避＞

活動可能時間の判断例

活動可能時間＝④－（①＋②＋③）

　東日本大震災の教訓を踏まえると、津波災害時の潜在的な危険要因をできるだけ排除しておくことが
求められます。そのためには、装備の充実はもちろんですが、津波災害時の活動を各団員が把握しておく
ことが重要です。津波災害時は、各市町村で作成されている津波災害時の消防団活動・安全管理マニュ
アルに従い活動しましょう。

１　現場活動要領

●❶事前計画の整備
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第4 章　避難誘導訓練

●❸参集

［情報入手前の退避ルール］津波浸水想定区域内の
消防団は、気象庁が発表する津波警報等の情報を
入手するまでは原則として退避を優先します。

［情報収集］地震発生時は、テレビやラジオ等による
津波に関する情報を収集します。津波到達予想時刻
などの把握が重要です。

1

1

活動可能時間は、津波到達予想時間から、出動時間
と退避時間、安全時間を引いた時間です。活動可能
時間を判断し、時間内で活動します。

地震が発生し、津波が想定される場合は、あらかじ
め定められた高台の詰め所などに参集します。

2

2

活動可能時間が経過した場合には、活動途中でも退
避命令を出します。

参集が困難な場合は自主避難を最優先とします。

3

3

津波到達予想時刻が早まった場合など危険情報が
入った場合は、直ちに退避命令を出します。4

●❷退避ルール

写真提供： Yahoo! JAPAN
　東日本大震災 写真保存プロジェクト

写真提供： Yahoo! JAPAN
　東日本大震災 写真保存プロジェクト
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車両による避難広報活動をする場合は、複数ルート
を準備しておき、道路が通行できない場合は迂回す
るとともに、別ルートに変更します。＊1

車両を停車する場所は、危険の少ない、見晴らしの
よい場所にし、すぐに退避できるように位置や向きを
考慮して、停車します。

避難広報は、常に無線、ラジオ等で周囲の状況を警
戒するとともに高台への退避ルートも念頭において
行動します。＊2

原則１名は車両で待機し、消防団本部等との連絡や
ラジオ等からの情報収集を行います

車両から離れて避難広報活動する場合は、隊として
行動し、無線機等を必ず携行します。また、車両のサ
イレン音などが聞こえる範囲で活動します。＊3

避難行動要支援者の避難は、あらかじめ市町村の消
防・防災部局及び福祉局において、地域住民と一緒
に、おんぶ・リヤカー・車などの避難方法を定めてお
くことが重要です。当局等との連絡調整を行うとと
もに、その内容は消防団員に周知します。

●❹避難広報

1 4

2

5

3

6

＊1 通行できない道路などは、消防団本部等に報告します。
＊2 避難勧告等の伝達手段。

① TV 放送（ケーブルテレビを含む）　② ラジオ放送（コミュニティFM を含む）　③ 市町村防災行政無線（同報系）　④ 緊急速報メール　
⑤ ツイッター等のSNS　⑥ 広報車、消防団による広報　⑦ 電話、FAX、登録制メール　⑧ 消防団、警察、自主防災組織、近隣住民等による直接
的な声かけ

＊3 40頁避難広報文例参照。

写真提供： Yahoo! JAPAN　東日本大震災 写真保存プロジェクト

写真提供： Yahoo! JAPAN
　東日本大震災 写真保存プロジェクト
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第4 章　避難誘導訓練

2　安全管理のポイント

ʢ̍ʣશൠత߲ࣄ
㋐消防団本部は、消防本部など関係機関との連絡を密にして、津波到達予想時刻や予想される津波
高などの情報を収集し、それに基づき、活動の有無を含む活動方針と活動可能時間を判断して、消
防団員に伝達する。
㋑事前計画に基づき、迅速に監視警戒隊を配置し、危険情報などを活動隊と消防団本部等に共有さ
せ、緊急情報などの共通認識を図る。
㋒無線統制の活動とし、危険情報等については、消防団本部等から活動隊に情報提供するととも
に、活動隊は、消防団本部の統制下で活動する。
㋓消防団本部等と連絡が取れない場合は、隊を速やかに安全なところに退避させる。
㋔津波災害時の活動にあたっては、必ずライフジャケットと安全帯を着用する。

ʢ̎ʣܯռ࣌
㋐海面監視については、国等においてＧＰＳ波浪計などの監視・観測体制が強化されるので、原則行
わない。
㋑消防団員が行う場合は、安全な高台等で行うことを原則とする。危険を感じた場合は、直ちにより
安全な場所に退避するとともに、その旨、消防団本部等に連絡する。

ʢ̏ʣආ೉޿ใ
㋐避難広報は、原則として車両で行うこととし、２名以上乗車し、１名は常に無線、ラジオ、周囲の状
況等を警戒する。
㋑避難広報の際は、高台への退避ルートも念頭において活動する。
㋒車両から離れて活動する場合は、原則１名は車両で待機し、消防団本部等との連絡やラジオ等で
の情報収集等、周囲の状況把握を行う。
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参考資料
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第4 章　避難誘導訓練

避難広報文例

※避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン（抜粋）
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